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1.は じめに

災害による企業活動,社会への影響が増大 し,企業や自

治体の災害対応の推進が求められているが,こ れ らの組

織では担当者の人事異動によつて災害対応経験や担当し

た期間中に得た教訓や知見などが必ず しも組織 として継

承されず,実践力が的確でないことも多い。経験不足を補

うためには研修が必要 とされるが,現状は,企業や自治体

の現場では各 自の経験に委ね られ,一方大学等の場にお

いては体系的な教育研修は乏 しく,・ 必ず しも実践性に基

づいた体系的なカ リキュラムとなつていない。そのため

企業や自治体の災害対策要員の育成のための実践的で体

系的な教育カ リキュラムが求められている.

ここでは企業の災害対策および危機管理の実践力の向

上のために,災害対策経験者や有識者が有する知見,ノ ウ
ハウなどの掘 り起こし作業を通して,要求される能力で

ある危機対応に関するコンピテンシーに着日し体系化す

ることによる,人材育成カリキュラムの開発を行つた .

(本手法は経験者や第一人者の専門的実践力を普遍化す

るために有効な人材育成カリキュラム構築の一般的手順
とすることを目指している.)

2.人材育成カ リキュラムが求められる背景

(1)危機管理指針の現状      ‐

米国においては危機対応の標準的な仕組みとしてICS

(hCidCnt cOnlmalld Syttcm)が 開発 されている.ま た英国で

はICSの 災害 医療版 にあた るMIMMS(M■ or lncident

Medical ManagcmCnt and Support)が 開発 されている.

一方 日本では阪神 。淡路大震災の教訓を活かした規格

ЛSQ2001「 リスクマネジメン トシステム構築のための指

針」りが2001年3月 20日 に制定された.こ の規格は組織の

存続をおびやかす リスクに対 して平時にリスクの優先順

位をつけ,優先順位の高い リスクについては被害抑止策

と被害軽減策を講 じると共に,万=何らかのリスクが発

生 した場合には緊急対応や危機管理を実施 し,そ の後の

復旧対策を実施するための標準的な仕組みを提供 してい

る つま りJISQ2001は 危機管理や事業継続の概念を包括

した,日 常活動 と緊急時対応の枠組みを提供 している。

JISQ2001の 普及率は情報セキュリティ分野の例である

が,日 本情報処理開発協会の調査のでは,「利用 してい

る」6.4‰ 「知っている」45.1%で あり,企業などの採用

率も高まってきている。このように有効性が確認 された

ため今般JISQ2001規格の継続 と改定作業に着手する事が

決まつている.本カ リキュラムの検討にあたつては米国

ICSと JISQ2001を 枠組みとして活用 した .

(2)人材育成の必要性

自治体や企業では阪神・淡路大震災,東海水害,新潟

県中越地震など災害を経験するたびに教訓,課題を抽出

し,様々なハー ド対策の整備や災害対策マニュアルの作

成などを実施 している.しか し,そ の活動実務を担 う人



材育成については必ず しも十分な対応がされているとは

言えない

米国では危機対応は専門職能 と見なされ ICSに従つた

標準的な教育カ リキュラムが開発 °
'° されている.しか

し, 日本では米国とは異な リー般の企業や自治体では危

機対応の職務が専門職 として認識 されていない.自 治体

では概ね 2年,企業においても 4年程度で人事異動が行

われてお り,仮に担当期間中に災害を経験 してもそのノ

ウバ ウが必ず しも継承 されず組織 としての実践力の蓄積 ,

向上は期待 しにくい.9ま た,重大な災害の発生頻度が低

く経験を通 じてノウハ ウを得る 0」Tに はなじまない。そ

のため災害対策の担当として新たに配属 された要員は以

下の課題に直面する。

① ノウハウが属人的であり引継ぎがされない

② 新規配属者が学ぶべき仕組みが社内社外に無ぃ .

さらに,危機対応部門のみが危機対応を行い,そ の他の

部門はまったく無関係であるとい う誤つた認識が一般的

である.実際は災害が及ぼす影響が重大化 してお り,一般

部門も,事前対応や生命の安全,二次災害の防止,災害後

の事業継続 (BCM/BCP)0,地域貢献等の面で災害対応

の実践力が必要であることが理解 されていない。

一方,文書化 されたマニュアル さえあれば引継ぎがで

きるとい う意見があるが,記載 された文書を理解するに

はその背景を理解するための暗黙知が不可欠である.災
害対応の場合は, この暗黙知を形成するための 0」Tの機

会が限 られ るため,別途研修で補 う事が必要であるが ,

現在そのカ リキュラムは十分とは言えない。そのため自

治体や企業について災害対応の実践的な人材育成カ リキ

ュラムの作成が急務 となってお り,そのカ リキュラムは

理論的であるとともに多くの自治体や企業において実際

に役立つ事が確認 されていなければならない .

(3)求 められる人材像

従来の日本の企業防災への取組は,世界でも優れた消

防法 と熱心な行政の取組みにより支えられている 主眼

となる防災対策 とは災害を発生させない被害抑止であり,

その意味で予防に重きをお く日本の取組みは,例 えば出

火率において米国の20分の 1と い う成果をあげている.

しか しなが ら予防重視の蔭には 「無事故への取組みは万

全であるか ら災害発生時の取組みは必要ない」とい う誤

つた思いこみを産む風土を作つてきた。そのため地震や

水害に関わらず 「想定外」の出来事に対 して後手を踏む

状況が生 じている。

従って組織 として予想 されるリスクに対 しては事前の

予防策を講 じた うえで,リ スクが現実に発生 した場合の

予防策の限界・制約を踏まえて対処 し,ま た想定外も含め

た万が一の不測の事態に遭遇 した場合にも実践的に対処

できる,い わゆる危機管理のための仕組み作 りが必要で

ある。この仕組みを構築
.し

,日 常時,災害時および災害後

に的確な判断 と意思決定を実践することが出来る人材が

求められている.

3.カ リキ ュラム作成手順の開発の 目的 と着眼点

(1)開発の目的

企業の危機対応 と危機管理が実践できる人材育成を短

時間で効果的に行 うためのカ リキュラムの作成 を行 う。

結果的に,実践的な専門能力の習得を目指 したカ リキュ

ラム作成のためのひとつの手法を開発 した .

(2)着眼点としての危機対応に関するコンピテンシー

危機対応に限らず何 らかの業務を高度に実践する力は

専門能力 と考える事が出来る。そのため本開発にあたつ

ては求めるべき能力 としてコンピテンシーに着日した。

コンピテンシー とはハーバー ド大学のマクレラン ドのグ

ループが提唱 したもので,「高い業績をコンスタン トに

示 している人の行動の仕方な どに見 られ る特徴的な行

動特性」 と定義 されている.個別の職務に必要とされる,

知識や技能,価値観などに細分化される前の,観察可能

なスキルなどを通 して生み出される行動様式を,「ひ とつ

の特性 としてまとめたものである。

ここでは実際の危機対応で求められる行動特性 として

のコンピテンシーに着 目し, コンピテンシーが発揮 され

て得 られる具体的行動を要求事項 として整理するボ トム

アップの手法を採用 した。

(3)危機対応体験および知見の活用
コンピテンシーの把握は通常であれば業務の結果や普

段の行動を通 じた観察により確認 されるため,危機対応

として発揮 される能力の観察は危機を待たなければなら

なくなる.しか しなが ら危機はまれにしか発生せず;ま
た予防策が功を奏 し危機が発生 しないことが好ましい事

から危機時の対応を観察する機会が限 られる。そのため

危機対応の経験者や有識者の保有する教訓,知識,技能 ,

感性,知恵などに着日しグループ討議を通 してコンピテ

ンシーを抽出することとした。以下今回開発 した手法に

つき順を追って説明する.

4:災 害 対応実 務者 お よび研究者 に よる コン ピテ

ンシーの把握

(1)企業の災害対応実務者が参加する分科会

災害対応に必要な実践力を規定する要求事項を,コ ン

ピテンシーを把握 して特定するために,地域安全学会会

員を中心に実務経験者,研究者を主体 とした分科会を構

成 した.分科会は現在企業で災害対策の第
二線で活躍 し

ている実務者を中心に,災害対策の講義を実践 している

大学関係者,阪神・淡路大震災等で企業の実務者 として

災害対応 を経験 したコンサル タン トな どが参加 し合計

15人で構成 した.15人の内訳は企業役員 2名 ,企業の

災害対策経験者 5名 ,現職の企業の災害対策責任者 。担

当者 5名 ,大学 3名 である。つ

(2)グループ討議による要求項目の具体化

分科会メンバー各人の今までの経験や教訓,知見から,

災害対応で求められる理想的人材が発揮するべき能力を

「○○ができること」 として書き出した.こ の書き出し

がコンピテンシーの発揮 された具体的行動であり,個人

のもつ暗黙知の「具体化」である.こ れ らの書き出しに

あたってはグル‐プワークを重視 し,各個人が自らの体

験,学習から得た教訓,知見,知恵,ス キルなどを書き

出した要求事項に,分科会メンバ‐が互いにインタビュ

ー,討議を実施 して精緻化や要求事項の追加;枠組みの

整理を行った .

作業の結果,例 えば経営者に求められる理想的な能力

としては以下のような要求事項が示された .

・ 対策本部長 として指揮ができること
。 対策本部長が不在時に代行者を指名できること
。 対処方針を指示できること



・ 全体状況を判断できること
。 非常事態宣言を発令できること
。 事業継続計画や緊急時対応戦略を発動できること
。 株主などステークホルダー (関係者)と 連絡調整

ができること  など

5.組 織の基本構成 と役割

企業を代表 とする組織には,組織論 として次の 5つ の

役割が存在する1)そ の業務の役割 (Budncss Practicc)は

次の1と お りである.

① 経営者 :企業および自治体など組織の行 くべき方針

を定め,組織を取巻 く関係者・ステ‐クホルダーに

その取るべき行動について説明責任を果た し,そ の

行動について了解を求める役割を持つ。また,組織の

他の各役割に対 して経営資源の配分や方向性の指示

を行い,そ の結果責任を負 う.

② a現業部門/管理職 ;企業や自治体などの組織にお

いてその組織が生み出す製品やサービスの提供およ

び開発・保守 。苦情対応などの業務を担う部門であ

る.管理部門から与えられた経営資源の制約の下に

活動を行い,経営者の指示を受け開発販売などの業

務を行い,そ の範囲において経営者を補佐する。

b現業部門/二般職 ;現業部門の管理職から命令を

受けその具体的業務を実施する。日本では QC活動

をはじめとする現場の改善運動が盛んであり改善提

案などが管理職を通じて経営者にも提案される。

③ 五管理部門/管理職 ;企業や自治体などの組織の経

営者を補佐し,経営者の意思決定を支援するととも
に,組織が持つ製品やサービスを提供する現業部門

に対する経営資源の配分や人事,予算,監査などをは

じめとする監督を実施する

b管理部門/一般職 ;管理部門の管理職から命令を

受けその具体的業務を実施する.日 本では QC活動

をはじめとする現場の改善運動が盛んであり改善提

案などが管理職を通じて経営者にも提案される.

これらの関係を図示したものが図 1の役割関連図である

(現業業務)       (管 理業務 )

図 1 役割関連図

この 5つの組織の役割はどの組織においても通常見られ

るものである 米国で災害対策標準 とされている ICSで

も基本的には同様の構造をもつている.

6.災 害対策本部 (EOc)の特性

(1)災害対策本部の側面分析

地震や水害,火災など主要な リスクについては事前に

その発生を防ぐための被害抑止策,被害軽減策を講じる

が,それでも対策効果には限界があり,被害抑止策を超え

た災害が発生しリスクが顕在化した場合や,想定外のリ
スクが発生 した場合 には組織 は災害対策本部 (以 下

EOC;Emcrgcncy Opcrational Ccntcr)を 立ち上げ,事態の

収拾にあたるのが一般的である.本 開発において一番求

められているのがこの災害対応を実践する人材の育成で

ある.こ の EOCはその役割において権限の側面,活動拠

点空間の側面,情報を含めた機能の側面の 3つの側面を

持つ。9'10

(2)権限の側面   ‐

EOCは その災害対応を実施するにあたらて,組織 とし

て意思決定を行い,対応を実施 しなければならない。通常 ,

災害対応や危機管理は時間 との勝負である そのため平

時においては組織内外の有識者・権限者から十分な情報

を集め,有識者・関係者が智恵を結集 して決断する事が

有事には困難 となる.従つて EOCでは限られた情報で短

時間で意思決定を行 うための権限を明確化する必要があ

る.そ のための仕組み として危機管理や災害対策の枠組

みである ICSで は次のような組織図を構築 し権限と役割

を明確化 している.11)

図 2 :CSの 組織図

① 指揮調整機能 ;総合的および最終的意思決定を行い

4部門から情報を集約 し 4部門に対 して指揮を行 う:

また広報,他組織 との連絡調整,職員の安全管理,法
務的確認などを行 う.

② 事案処理機能 ;自 治体においては避難所,土木,運輸,

検死など災害時に実施すべき現業部門である 企業

においては安否確認,二次災害の防止などに加えて

自らの製品・サービスの事業継続の実務を担当する.

③ 情報作戦機能 ;事前の被害想定や現状把握および今

後の事態予測を実施し,今後起こり得るシナリオの

構築,最悪の事態の想定,対処策などの発案をする

④ 資源管理機能 ;現業部門が業務を遂行するために必

要な支援活動・兵靖業務を実施する。衣食住の供給

をはじめ応援要員やボランティアの受け入れ割り当

て,輸送,電気,ガ スなどのライフラインの調達など

を行 う.

⑤ 総務財務機能 ;管理部門や現業部門,資源管理部門

をはじめとする各種業務の実施に必要な資金調達 ,

支払管理,保険加入,労災申請などの支援業務を行う.

基本的に EOCの設置から解散に至るまで,こ の権限の基

本構造は変化しない

(3)活動拠点空間の側面

EOCはその活動において一般的には対策本部設置場所

を持ち活動する.権限の側面を実現するためには必ずし

も同一場所に集合する必要は無く,緊急事態勃発当初に



おいては各役割を担 う要員が個別に仮想空間で立ち上げ

る事は差 し支えない。しか し,そ の後実践的には活動拠点

センターとして主要メンバーが一箇所に会 し活動する空

間が必要 となる これは有事の意思決定およびその決定

事項の実施にあた り時間および情報量が大きな制約要素

となってお り,一 同に会することはフォーマル・インフ

ォ‐マルな情報共有に有利であるとともに,情報集約 と

命令伝達速度が短縮できるためである.具体的な EOCレ
イアウトは各部門指揮者の情報交換空間のまわ りに各部

門業務を執行するための空間が配置 される事が多いが °)

1り
各災害の性質および各組織の機能,役割分担によつて

個性が生じる.

(4)情報など機能の側面

EOCはその活動において災害が発生 したことを知ると

ころから情報の側面が発生する.ICSでは権限を中心に

組織化を実施 しているが И),一方 ЛSQ2001で は情報に着

日して機能別に組織を構築することを提唱 している.1つ

以下にЛSQ2001の 災害時の機能別組織図を示す .

① 実行責任者 ;ICSの 「指揮調整」にあたる

② 情報 ;情報収集機能であり ICSの 「情報作戦」の

一部分を担 う

③ 分析評価 ;収拾 された情報を分析 し今後のシナ リ

オの作成 とその対処案を立案する.ICSの 「情報

作戦」にあたる

④ 対応 ;具体的な組織の持つ能力の発揮であり現業

部門である.ICSの 「事案処理」 と「資源管理」,

「総務財務」を含む

⑤ 広報 ;情報の共有化を意味する.ICSの 広報,組織

調整などに加えて組織内の情報共有も含む .

図3 JiS02001の情報機能に着日した組織図

本カリキュラム作成において採用した組織図

EOCで活躍する人材を育成するには事前,緊急事態対

応および事後の復旧活動のすべてにおいて一環 した対応

が出来る事が必要である

一方,ハ リケーンカ トリーナにおける FEMヽ やニュー

オ リンズ市などの実際の EOCの実務をみると,EOCに は

管理部門の要員は参加するものの業務や後方支援などの

現業部門の指揮官 (Conlmandcr)は 実務の現場に赴任 し

てお り EOCに は連絡役が参加 している.“
)lη また新潟県

中越地震の小千谷市の災害対策本部の分析
10■ 9で も

EOCの管理部門はそれ らの情報を把握 し意思決定をして

いる.そ こで権限に加えて情報に着 目することが必要 と

判断 し,本 カ リキュラム作成においては米国 ICSに示 さ

れ る権限と JISQ2001の情報の双方を融合 させた図 4の

組織図を構築 して要求事項を整理することとした .

図 1の 企業の役割 との関連 を整理す ると,経営者が

「指揮調整」の最上位にあた り意思決定を担い,場合に

よつては記者会見など広報ぢ担 う
2o管

理部門が経営者の

補佐として「指揮調整」を担 うほか,情報,分析,総務財

務を担 う.現業部門が「事案処理」を担う.なお,状況に

よっては「資源管理」の一部を管理部門が担うことがあ

る.こ のように管理部門,特 に管理職が EOCの キーパー

ソンであることがわかる.

フ.要求事項整理のための枠組み

(1)JiS02001の 時間軸に沿つた整理

緊急時に有効に対処するにはあらかじめ適正なリスク

アセスメントを実施し,基幹業務施設,重要業務機能に対

して被害抑止策など事前対応をしておく事が有効である.

また実際の組織の災害対応にあたつては時間軸に沿つて

一連の対処を実施するため,ЛSQ2001の リスク対策の選

択で定められた事前対策 と事後対策である緊急時対策

(初動)お よび復旧対策の 3つの時間軸による整理を採

用した。

(2)組織や業種の特性によらない仕組み
コンピテンシーを把握する際に,対象とする組織の特

性に依存しないことが汎用的なカリキ三ラムフレームを

開発する場合に求められる。自治体あるいは各企業の業

種業態にとつて実際の現業の内容は様々であり,ま た企

業の大小により具体的な対応策は様々である ところが

情報に着目すると災害対応を実施するのに必要な判断情

報の種類や意思決定の内容は組織の個性や対応する災害

の種類によらない事が十分期待される。そのため業種業

態および規模によらない要求項目の整理手法として情報

側面を重視する分類とした。この業種業態などによらな

い要求事項の整理方法が可能なことは実際に ICS及 び

ЛSQ2001の 標準規格が同様の考え方で成り立っているこ

とからも十分有効であるといえる

8.要求事項の具体化の実際

最初に組織 (企業の役割階層別)お よび事前・初動・

復旧の時間軸別の 2次元のマ トリックスに,分科会メン

バー各々が抽出した災害対策の専門家に求められる要求

事項である「○○が出来ること」を,グループ討議によ

り整理した その結果が表 1‐1,表 1‐2である。階層構造を

持つものを含め合計 198の 要求項目が具体化された。な

お,こ の段階では項目毎の整理はされていない図4 本カリキュラム開発に用いた組織図
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表1-1(1)役割階層別時系列要求事項一覧表 (共通,経営層～管理職 (管理部門))
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表 1-1(2)役 割階層別時系列要求事項一覧表 (管理職 (現業部門)～一般職 )
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時間軸 事前 初動 復 旧 合計

共 通 17 17

経営者 12 18 5 35

管理/管理 15 29 8 52

管理/一般 7 20 4 31

現業/管理 10 21 4 35

現業/一般 8 13 28

合計 52 101 28 198

表 1-2 要求事項の具体化で示された要求項目数

注 共通は事前,初動,復 旧のすべてにわたつているため縦

列の合計では最終合計のみに加算している

この要求事項につき時間軸および役割階層の相互間の

比較検証を行つた。また各要求事項が階層化 されている

ものについてはその内容を吟味 し個別の要求事項に分解

するなどの整理を実施 した。例えば,一般職に求められる

要求事項を管理職が知 らないことは認 められないので
,

その場合は管理職に知識 と理解を求める要求事項を追加

した。その結果,最終段階で要求事項の総数は 304個 とな

った.暗黙知を書き出すことにより自分 自身および他者

の意見を引き出した効果 として要求事項が 53%増加 した

91カ リキ ユラムの作成

(1)時間軸にあわせた整理

カ リキュラムの作成にあたつては情報に着 目し事前 ,

初動,復 旧の時間軸を大項 目および中項 目の整理の軸 と

した。

(2)JiS02001に 基づく『事前」のカリキュラムの整理

事前のカ リキュラムの整理にあたつては JISQ2001か

らリスクマネジメン トの標準的プロセスを参考 とした

リスクマネジメン トは方針,計画,実施,評価,是正,レ ビ

ュー という PDCAサ イクルを基本 とする.計画のプロセ

スでは 「リスク分析」 「リスク評価」 「目標の設定」
「リスク対策の選択」「プログラムの策定」の 5項 目が

あ り,実施のプロセスの「体制および仕組み」では 「文

書の作成」 「記録の維持管理」 「能力・教育・訓練」な

ど 10項 目がある.こ こでは ЛSQ2001か ら緊急時の事前

準備 として必要な リスク分析 (調査分析),リ スク評価 ,

リスク対策の策定 (評価 。対策),文書の作成,能力・教

育・訓練 (手法・技法),記録の維持管理 (記録)を採

用 した.(注 ()の中は中項目の名称)

(3)情報に着日した「事後」のカリキュラムの整理

初動および復旧については最近の考え方である内閣府

事業継続ガイ ドラインのでは特に区別がされていない.ま

た米国規格である NFPA1600「 緊急事態管理および事業

継続」")で は「対応」 「回復」 とフェーズ分けがされて

いるものの一連のものとして扱っている.実際カ トリー

ナの対応でも初動 と復旧は不可分であつたことか ら,こ

こでは初動 と復旧を事後対策 としてまとめて時系列にカ

リキュラムを構成することとした.さ らに中項 目として

図 4の組織構成の 「指揮調整」 「情報」 「分析」 「対

応」 「資源管理」 「総務財務」を用い整理 した.なお,最

後に全体を総括する「総合」を位置づけた .

地域安全学会論文集 No.8,2006.11

(4)人 材の成長に合わせた難易度「標準,選択,上級」

の導入

組織の人材育成の実際は集合教育などをはじめとする

0側Tと ,実際の業務の中で得 られた能力を実践 し経験を

積む OnJTを 繰 り返す事が標準的である。そのため要求事

項を整理するにあた り,災害対応を担 う役職には じめて

就いた要員向けの標準講座 と,当 該業務の経験を経てそ

の知識や経験の整理を行 う要員向けの上級講座の 2つを

基本 とした.「選択」の レベルは標準 よりやや高度な応

用知識 を得 るためのものとして当初区分を設けたが,実
務においては役割階層において他部門では標準であるも

のの参考までに当該部門では受講 したほ うが良いもの
,

上級 として必須ではないが参考までに受講 したほうが良

いものも含める事 とした1ま た,各単元毎にランクを整理

し「標準」 「選択」または「標準」 「上級」の 2つ とし

た。

(5)要求事項の整理とカリキュラムの確認

304の要求事項を 1～ 2の単元で満たされるように中

項 目の項 目立てや単元を整理 したのち,実際に各要求項

目が 1～ 2の 単元により習得できることを確認 した ま

た,日 本の企業や 自治体の組織においては一般に意志決

定はボ トムアップの文イヒである。そのため災害対策本部

を実際に切 り盛 りするのが管理部門の管理職になるため,

管理部門の管理職 こそ=番強化すべきであると認識 し,

カ リキュラムの作成にあたうて管理部門/管理職を中心

に検討 した.要求事項 とその確認に関する具体例は表 2

のとお り.

表 2-1 管理部門/管理職の要求事項の確認例

求められる能力・要求事項 単元 レベル

被害の想定ができる アセスメン ト 標 準

定期訓練を計画・指揮できる 訓1練 標 準

自分の職場において確認すべ

き情報の優先順位を知っている

情報分析 標準

対策本部の運営ができる 組 織 標 準

役員へ適宜状況報告ができる コミュニケーション 標 準

復旧に必要な人員を確保できる BCP 標 準

早期警戒を活用し初動体制を

整える事ができる

初動 上級

被害損害を把握し復旧コスト

の見積もりが出来る

資金 上級

表 2- 求事項 の確認例

求められる能力・要求事項 単元 レヘ ル

自治体と情報交換ができる 初動 標 準

自社被災によるサイ ト外への影響

リスクを評価できる

情報分析 選 択

全員参加の防災訂1練 を推進できる 訓練 標 準

日常点検ができる Ics総論 標 準

管理職の指示に基づき適切な活動

ができる

〈
口
習

総

演

標 準

テレビラジオより情報収集できる 初動 上級

緊急時対応のマニュアルを運用で

きる

初動 上級

サイ ト外の関係者 と連携できる CSR総論 上級



(6)構築 したカリキュラム

このような過程を経て図 5のカリキュラム体系図 (役

割階層別)に ある 34の講座が体系化 された。単元構成は

以下のとお り,(表 3参照)

大項 目 (3)

中項 目 (11)

総論,事前,事後

基礎,関連知識

調査分析,評価 。対策,手法・技法

指揮調整,情報,分析,対応,資源管

理,総務財務,総合

小項 目 。キーワー ドは 24単元 となり,そ の うち 10単

元に演習があり合計 34単元のカ リキュラム構成 とした。

(7)カ リキュラムの特徴

全体が 34単元からなり,ま たその うち 10単元は演習

による実践を重視 したものとなつた 演習が多いのは,文

章などの形式知を理解するためには経験により暗黙知を

形成する必要があること,ま た知識だけでなく実際に行

動できることを求めているためである。カ リキュラムは

標準,上級の各コースとも時間軸を重要視 し単元の若い

番号順に受講する.(選択はこの限 りではない)ま た,事

後については実践的わか りやす さを重視 し,情報側面に

着 日し時間軸を重要視 したカ リキュラム体系 とした。そ

のため,本カ リキュラム作成における組織図で機能 とし

て切 り出 した 「情報」については,「 災害時の情報の把

握」 「指示・伝達・報告」 「復旧情報の把握」 と災害対

策の時間軸に沿つて 3回 にわたって順次解説 される.ま

た,「 情報」同様 「指揮調整」機能 も時系列に合わせて

順次解説 される.こ れは ICSの権限の側面によるカ リキ

ュラムには無い特徴である.(図 5)

また,本カ リキュラムは自治体や企業の業種業態によ

らず,ま た対象とする災害にもよらない普遍的なものと

なっている.そ のため各企業などが各社の業務と災害を

特定して個別にカリキュラムを作ることも容易である.

各役割階層別のコースごとの単元数を表 4にまとめた.

10.EOCの 日本的運営の特徴

本カリキュラムを作成するにあた り EOCの運営に対す

る要求事項に日本的特徴があることがわかった。

ICSな どを基に整理 した EOCの組織図においては指揮

調整部門が情報の一元管理 を行 うことを想定 してお り,

部門間の情報交換はすべて指揮調整部門,場合によつて

は 1名 の指揮者を通 して実現することになる。 ところが ,

本開発で明らかになったコンピテンシーから抽出された

要求事項を見ると,実際には部門間相互の関係性を求め

ている事がわかる。具体的には表 5-1の ように,現業の

管理職が管理部門と連携が出来る事を要求事項に挙げて

お り,ま た経営者も管理部門管理職 と連携ができること

を求めているなどミドル層の強い日本型の EOC運営が明

確 となつた。なお,一般職でも表 5-2の ように,指示に

よる行動が出来 るだけではなく,臨機応変な対応や 自立

した行動が求められている.こ のように米国流の ICSを

そのまま日本に適合するのではなく, 日本の組織運営を

前提 とした修正が必要である事が明らかになった .

11.シ ラバスの作成

(1)標準時間と講義1要素の確定

日本の学校における授業時間を参考に,講義について

論

前

後

総

事

事

2)

3)

6)

表 4 役割階層別コース別受講単元数一覧表

役割階層 膠質者豊コース 上級コース 選択科 日

経営者 14 4 14

管理部門/管理職 30 19 10

現業部門/管理職 28 15

管理部門/一般職 21 7 13

現業部門/一般職 12 5 14

3 カリキュラム単元の 築

大項 目 中項 目 小項 目・キーワード 演習有無

総論 基礎 リスクマネジメント

ICS総論

ハザー ド

関連知識 CSR
事前 調査分析 シナ リオ 演習有

アセスメン ト 演習有

評価・対策 計画 演習有

手法・技法 マニュアル 演習有

訓練 演習有

事後 指揮調整 組織

情報 災害情報

分析 情報分析 演習有

指揮調整 意思決定

初動 演習有

情報 コミュ_ケーション

指揮調整 事業継続 BCP 演習有

情報 復旧情報

指揮調整 広報

対応 安否

避 難

資源管理 ロジスティックス 演習有

総務財務 資金

指揮調整 記録

総合 総合演習 演習のみ

|-1

役割 要求事項

経営者 緊急対応組織 を理解 し的確に役割 を与えるこ

とができる

管理部門の管理職 と連携できる

管理部門

/管理職

対策本部が設営できる

進捗管理ができる

役員のサポー トができる (情報の整理 と対応

策の提案ができる)

現業部門

/管理職

管理部門に現状分析の報告ができ,管理部門と

連携ができる

表 5-2 -般職に求められる要求事項

役割 要求事項

現業部門

/一般職

特に指示が無 くても自立的に行動できる

業務が普通のや り方で出来ない場合でも臨

機応変に対応できる

状況に応 じて幅広い分野で応援活動に入る

事ができる
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カリキ ュラム 体 系 園 (役割 階 層 Bll)
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図 5 カリキュラム体系図 (役割階層別 )

|ま 45分 を基本に演習については 90分 を基本にシラバス

を作成 した.演習も当初は 45分 を基本として検討 したが,

演習については演習課題の状況説明に一定の説明時間が

必要であることから 45分では演習時間がほとんど取れ

ない事が分かつた。そのため基本単位の 2倍である 90分

を演習の標準時間とした.ま た最後の総合演習は 180分

とした .

各単元については 45分を細分化 した時間割を作成 し,

その枠毎に 「達成すべき目標」 「生成物 (受講生が得 ら

れるもの ;理解,知識,思考力,説明能力など)」 「作業

単位 (グループか個人か)」 「進め方」 「ツール」 「場

所」を明確にしたシラバスを作成 した.(資料略 )

(2)講義

講義は原則パワーポイン トを用い,必要に応 じて配布

資料などのテキス トを作成することとした.講義にあた

ちてはその単元で学ぶべき要求事項が必ず網羅 されてい

ることを確認 して実施す る。本研究においては単元 2
「ICSの基礎知識」標準コースを作成 した。 (資料略 )

(3)災害体験やエスノグラフィを活用した演習の設計

演習は各単元毎に工夫することとしているが,例 えば

マニュアルの作 り方 (演習)単元では,すでに一部の自

治体や企業において試行 されている災害体験エスノグラ

フィを活用 した演習が効果的であると考える.22)

12.開 発 した手順

本研究において開発 した,専門家の経験,知 見などを抽

出,整理 したコンピテンシーに基づく人材育成カ リキュ

ラムの開発手順は以下のステップとなる。

① 専門家および有識者のグループを構成する.

② グループメンバーの体験,知 見の抽出作業により
コンピテンシーに着目した要求事項を書き出す.

③ 要求事項を整理するための枠組みを定める.

・ 仕事の見方 (企業の中の役割階層の整理など)

・ 求められる局面の分析 (権限,空間,情報など)

。 既存の枠組みの利用 (JISQ2001,ICSな ど)

。 求められるレベル (標準,選択,上級など)

④ 枠組みへの要求事項の整理

⑤ 要求事項の抜け漏れ確認および要求事項の追加

⑥ 枠組みに基づくカリキュラム案の作成

⑦ 時間数の制限等に伴うカリキュラムの修正 。発展

③ 要求事項がカリキ■ラムで学べるかの確認

⑨ 標準カリキュラムの完成

⑩ 各単元毎のシラバスの作成

このような手順を踏む事により,企業や組織において

求められている,実践性もあり専門性が高い人材を育成

するための人材育成カリキュラムを開発することができ

る.

13.開 発 したカリキュラムの問題点と課題

企業などの組織における災害対応および危機管理を担

う人材育成カリキュラムを開発したが,検証にあたつて

は実際の研修の実施が必要である なお,完成 したカリキ

ュラムの自己評価にあたつて,総時間が長いとの問題点

が指摘された。しかし,災害対策や危機管理は片手間で出

来るものではなく,専門能力が認められるべきもので暗

黙知の形成や実践力の発揮のためには当然ながら 34単

元など‐定の時間数が必要である。従つて管理部門/管



理職の標準コースとして 30単元,上級コースで 19単元

を,ま た経営者も標準コースで 14単元,上級 コースで 4

単元学ぶべきとした。 (表 4)

一方,組織人 として災害対策以外にも学ぶべき業務は

多々あるのが実態であり,具体的な時間を見積 もると管

理部門/管理職の標準コースでは演習を 45分単位に換

算 して 41コ マ必要であり,1日 16コ マの受講 としても月

一金の 5日 間では 30コ マ しか取れず全部を習得できな

い .

従つて最低限の基礎知識を限 られた時間で習得するため

のカ リキュラムも必要 との意向が強かつた。これ らの意

向に応える 1日 コース等の短縮版は既に要求項 目が具体

化 されているため,コ アコンピテンシーの抽出等により

開発できると考える

14.結 論

本研究において,企業の各役割に応 じた災害対策や危

機管理を担 う人材を育成するために,初心者および上級

者の レベルに応 じた 34単元にわたる人材育成カ リキュ

ラムを開発 した.こ の開発において得 られた結論は以下

のとお りである.

①組織に汎用的であ りかつ専門性の高い職種を担 う人材

を育成するためのカ リキュラムを構築するための手法を

開発 した。

②組織における災害対策をはじめとする EOCを担 う要

員の育成のための研修体系が明らかとなった。

③本カ リキュラムは組織の特性や対処する災害によらな

いマルチハザー ド対応が可能である.

④災害対策の習得には 34単元を要する専門性の高い業

務である事が認識 された。

⑤ 日本の EOCで は管理部門と現業部門で部門間連携が

求められている.ま た,一般職 も自立 した行動が出来る事

が求められるなど米国の ICSの権限図とは異なる関係性

を持つため,日 本の風土に合わせた標準体系を構築する

必要がある.
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